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2020 年  月  日 

●●市町村議会議長 様 

公契約条例の制定による適正賃金・労働条件 

の確保と地域経済の振興を求める請願（陳情） 

請願 紹介議員             

（陳情人）  〇〇労働組合総連合 

       議 長  〇〇 〇〇 

       住 所             

       電 話             

■ 請願の趣旨 

自治体が発注する公共工事や委託事業において、ダンピング受注が横行し、低価格入札によって、労働者

の賃金が低下しています。建設産業への若年入職者が減少し、高齢化が進み、このままでは熟練労働者から

若手へ技能が承継されず、建設産業や公共関連事業の将来に深い影を落としています。人材育成には一定の

期間を要するため、今、対策を講じなければ、近い将来、災害対応やインフラ整備・維持・改修にも支障が

生じかねません。低価格発注や重層下請のピンハネ構造による低賃金は、ワーキング・プアを生むだけでな

く、公務・公共サービスや建築物の質の劣化・事故を招きます。さらにここ数年、「トップランナー方式」に

よる自治体財政の締め付けが厳しくなり。正規職員の非正規職員への置き換えがすすむなど、公務・公共サ

ービスの質的劣化が問題になっています。また、全国各地で相次ぐ自然災害でも、公共施設への信頼に疑問

が出される場面も増えています。その上、労働者不足で地域経済の維持に警鐘が発せられており、老朽化の

進行による生活関連インフラの改修すらできない事態が起きています。 

国土交通省は、2013 年から 2019 年の７年間で公共工事設計労務単価を全職種平均で 48.0％（東日本大震

災被災地では 64.0％）引き上げ、「適切な賃金水準の確保と社会保険加入」を業界団体や自治体に要請しま

した。これによって、公的機関からの公共工事発注単価は改善されましたが、元請企業や中間業者による「中

抜き」やピンはね、一向に改善されず、引き上げられた発注単価が現場の労働者に届かず、現場労働者の処

遇は改善されていません。さらに、アウトソーシングや指定管理者などの公共現場で働く多くの労働者の賃

金は、地域最低賃金に張り付いています。 

残念ながら、日本の法・条例で、賃金を規定できる法律・条例は最低賃金法と公契約法・条例以外の方法

がないことを受けて、公的サービスを改善するために、「公契約条例」の制定が各地で急速に広がり、2019

年 7 月現在、労働報酬下限額を定めた公契約条例は 22 自治体、理念条例は 33 自治体まで広がっています。

公契約条例の目的には、発注額と労働者の賃金の適正化により、公務・公共サービスの質の確保、事業者の

健全経営、労働者の暮らしの安定と技能向上を確保し、地域循環型経済の確立をめざし、市民が安心して暮

らすことのできる地域社会を実現しようとする自治体の決意を住民に宣言するという意味もあります。 

●●市（町村）でも、早急に、公契約条例を制定し、住民の安全・安心を守る公務・公共サービスの質を

確保するために、ダンピング受注を廃して適正価格による発・受注を実施し、労働者の労働条件を改善する

ことが緊急に必要です。さらに人手不足の拡大によって、必要な行政サービスが確保できない事態は避けな

ければなりません。よって、●●市（町村）が労働者の適正な賃金・労働条件を確保する「公契約条例」を

制定すべく、以下の決議をあげて行政側に実施を求めていただくよう、請願（陳情）するものです。 

■ 請願（陳情）事項 

一、●●市（町村）が発注する公共工事や業務委託について、公的サービスの質を確保するため、市が適切

と考える賃金・報酬が、事業に従事するすべての労働者に確実に支払われるよう、公契約条例の制定に向

けた検討を行なってください。   ※もしくは、（公契約条例を制定してください）。 

以 上 
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公契約条例の制定を求める決議案 

“好景気”といわれるなかでも、多くの自治体において、財政健全化・行財政改革の検討が

すすめられています。そのなかで、それまで自治体が担ってきた業務を民間に開放し、経費の

削減を図る取り組みが推進されてきました。これにより、財政面においては一定の成果が見ら

れるとされているものの、反面、業者間の競争が激化し、公務・公共サービスに従事する労働

者、下請従事者の賃金低下・労働条件の引き下げ、公務・公共サービスの「質」の劣化などが

社会問題化しています。 

こうした問題を解決すべく、多くの自治体で、公契約のあり方、適正化をめざす取り組みが

検討・展開され、具体的な有効策として公契約条例を制定する自治体が全国で急速に広がって

います。公契約条例は、自治体として、ダンピング受注を排除し、適正価格で発注することを

広く宣言することで、労働者の適正な賃金の確保と公務・公共サービスの質の確保を業者に依

頼し、地域経済を活性化する、自治体の強い決意を示す条例です。 

こうした情勢を踏まえ、〇〇議会として、本自治体の公契約をめぐる現状とそこで働く労働

者の就労実態および公契約条例をめぐる課題や問題点についての調査を実施し、市民に質の高

い公務・公共サービスを提供するために、労働環境を保護し、市内労働者の育成により、地域

経済の活性化をめざすべきと考え、本市に即した公契約条例の制定が必要であると考えます。 

よって、〇〇議会として、執行者に対し、市内の公契約をめぐる実情を詳細に把握するため

の調査や先進事例の調査・検証を実施し、さらに、具体化するための審議会設置等の取り組み

をすすめ、公契約条例の制定をめざすことを求めるものです。 

以上、決議します。 

令和  年  月  日 

〇〇県〇〇議会 

 


